




不動産運用設計　ＣＦＰ資格審査試験　出題項目リスト №1

№ 項目名 出題内容
H23
-2

H24
-1

H24
-2

H25
-1

H25
-2

H26
-1

H26
-2

H27
-1

H27
-2

H28
-1

頻
度

1 権利と種類（所有権・抵当権・地上権・賃借権等） ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

2 仮登記 ○ ○ ○ 3

3 登記簿の見方・取り方 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

4 登記の手続き、筆界特定制度 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9

5 共有 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

6 相隣関係 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

7 借地借家法・普通借地権 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 7

8 借地借家法・定期借地権 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9

9 借地借家法・借家権 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8

10 借地借家法・定期借家権 ○ ○ ○ ○ ○ 5

11 区分所有法 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 8

12 抵当権、差押、競売、保証人 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10

13 市街化区域・市街化調整区域 ○ ○ 2

14 用途地域、都市計画図 ○ ○ ○ ○ ○ 5

15 開発許可制度 ○ ○ ○ ○ 4

16
建ぺい率・容積率の計算問題
（建ぺい率・容積率・用途地域・防火）

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10

17 建築物の高さ制限 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

18 建築協定・建築確認 ○ ○ ○ 3

19 敷地内に建築可能な建物（用途制限） ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

20
土地区画
整理事業

法

土地区画整理事業法 ○ ○ ○ 3

21 不動産の価格の算定 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10

22 鑑定評価 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10

23 ＤＣＦ法 ○ ○ 2

24 相続税評価額（路線価方式・倍率方式） ○ ○ ○ ○ 4

25 公示価格 ○ ○ ○ ○ ○ 5

26 基準地標準価格 ○ ○ 2

27 固定資産税評価額 ○ ○ ○ ○ 4

28
不動産
の調査

調査手法 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9

29 媒介契約 ○ ○ ○ 3

30 手付金 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 9

31 重要事項の説明、広告 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10

32 売買の当事者、代理、消費者契約法、クーリング・オフ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6

33 売主の担保責任、品質確保促進法、住宅瑕疵担保履行法 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 10

34 危険負担 ○ ○ ○ ○ 4

35 売買契約書 ○ ○ ○ ○ ○ ○ 6
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問題 出題
番号 難易度 年度 Ｐ

▼ ▼ ▼ ▼

【問１】中 Ｈ27-1、Ｈ27-2 ＜不動産の価格評価＞ １

【問２】中 Ｈ26-2 ＜不動産の価格評価＞ ６

【問３】中 Ｈ26-1、Ｈ28-1対応 ＜不動産の価格評価＞ 11

【問４】中 Ｈ25-2 ＜不動産の価格評価＞ 16

【問５】中 Ｈ25-1 ＜不動産の価格評価＞ 20

【問６】中 Ｈ24-2 ＜不動産の価格評価＞ 24

【問７】基 Ｈ27-1 ＜不動産登記に関連する法律知識等＞ 27

【問８】基 Ｈ26-2 ＜不動産登記、相隣関係に関連する法律知識等＞ 30

【問９】基 Ｈ26-1 ＜不動産登記に関する法律知識等＞ 33

【問10】基 Ｈ25-1 ＜不動産登記に関する法律知識等＞ 36

【問11】基 Ｈ24-2 ＜不動産登記に関する法律知識等＞ 39

【問12】基 Ｈ27-1 ＜不動産広告等＞ 42

【問13】基 Ｈ26-2 ＜不動産の広告と不動産取引＞ 44

【問14】基 Ｈ26-1 ＜不動産の調査と取引＞ 47

【問15】基 Ｈ26-1 ＜不動産の調査と取引＞ 50

【問16】基 Ｈ25-2 ＜不動産の調査と取引＞ 52

【問17】中 Ｈ27-1 ＜相隣関係等＞ 54

【問18】基 Ｈ26-2 ＜担保制度、不動産競売に関連する法律知識等＞ 56

【問19】中 Ｈ25-2 ＜借地権および相隣関係＞ 58

【問20】中 Ｈ25-1 ＜借地権および相隣関係＞ 60

【問21】中 Ｈ24-2 ＜借地権および相隣関係＞ 63

【問22】中 Ｈ27-1 ＜借地借家法等＞ 66

【問23】中 Ｈ26-2 ＜借地借家法等＞ 68

【問24】基 Ｈ26-1 ＜建物賃貸借に関連する法律知識＞ 70

【問25】基 Ｈ25-2 ＜建物賃貸借に関連する法律知識＞ 73

【問26】基 Ｈ25-1 ＜建物賃貸借に関連する法律知識＞ 76

【問27】基 Ｈ24-2 ＜建物賃貸借に関連する法律知識＞ 78

【問28】基 Ｈ27-1 ＜不動産取引＞ 81

【問29】基 Ｈ26-2 ＜不動産取引＞ 84

【問30】基 Ｈ25-2 ＜住宅の新築に関する知識＞ 87

【問31】基 Ｈ24-1 ＜建物の区分所有等に関する法律等の知識＞ 89

【問32】基 Ｈ25-1 ＜不動産売買＞ 91

【問33】基 Ｈ24-2 ＜不動産の広告と不動産取引＞ 94

問題編 目次

※ 難易度のマークはＦＰＫ研修センターが独自に振り分けたもので、次の通りです。

基 ＝基本レベル 中 ＝中級レベル 上 ＝上級レベル 特 ＝特異問題



★＝出題頻度（１つ：１～２回・２つ：３～４回・３つ：５回～）◎＝Let's try（必ずやっておこう)

【問 １】不動産の価格評価

◎（問題 1）設問Ａ★★★ 2

◎（問題 2）設問Ｂ★★★ 2

◎（問題 3）設問Ｃ★★★ 4

◎（問題 4）設問Ｄ★★★ 4

（問題 5）設問Ｅ★★★ 5

【問 ２】不動産の価格評価

（問題 6）設問Ａ★★★ 7

（問題 7）設問Ｂ★★★ 8

（問題 8）設問Ｃ★★★ 10

（問題 9）設問Ｄ★★★ 10

【問 ３】不動産の価格評価

（問題10）設問Ａ★★★ 12

（問題11）設問Ｂ★★★ 13

（問題12）設問Ｃ★★★ 14

（問題13）設問Ｄ★★★ 14

（問題14）設問Ｅ★ 15

（問題15）設問Ｆ★ 15

【問 ４】不動産の価格評価

（問題16）設問Ａ★★★ 17

（問題17）設問Ｂ★★★ 18

（問題18）設問Ｃ★★★ 18

（問題19）設問Ｄ★★★ 19

【問 ５】不動産の価格評価

◎（問題20）設問Ａ★★★ 21

◎（問題21）設問Ｂ★★★ 22

◎（問題22）設問Ｃ★★★ 23

◎（問題23）設問Ｄ★★★ 23

【問 ６】不動産の価格評価

（問題24）設問Ａ★★★ 25

（問題25）設問Ｂ★★★ 26

（問題26）設問Ｃ★★★ 26

（問題27）設問Ｄ★★★ 26

【問 ７】不動産登記に関連する
法律知識等

◎（問題28）設問Ａ★★★ 28

◎（問題29）設問Ｂ★★ 28

◎（問題30）設問Ｃ★★★ 29

◎（問題31）設問Ｄ★★★ 29

【問 ８】不動産登記、相隣関係
に関連する法律知識等

（問題32）設問Ａ★★★ 31

（問題33）設問Ｂ★★★ 31

（問題34）設問Ｃ★★ 32

（問題35）設問Ｄ★ 32

【問 ９】不動産登記に関する
法律知識等

（問題36）設問Ａ★★★ 34

（問題37）設問Ｂ★★ 35

（問題38）設問Ｃ★ 35

（問題39）設問Ｄ★★★ 35

【問１０】不動産登記に関する
法律知識等

◎（問題40）設問Ａ★★★ 37

◎（問題41）設問Ｂ★★ 37

◎（問題42）設問Ｃ★★ 38

◎（問題43）設問Ｄ★★★ 38

【問１１】不動産登記に関する
法律知識等

（問題44）設問Ａ★★ 40

（問題45）設問Ｂ★★★ 40

（問題46）設問Ｃ★★★ 41

（問題47）設問Ｄ★ 41

【問１２】不動産広告等

◎（問題48）設問Ａ★★★ 42

◎（問題49）設問Ｂ★★★ 42

◎（問題50）設問Ｃ★★★ 43

◎（問題51）設問Ｄ★★★ 43

【問１３】不動産の広告と
不動産取引

（問題52）設問Ａ★★★ 44

（問題53）設問Ｂ★ 45

（問題54）設問Ｃ★ 45

（問題55）設問Ｄ★ 46

【問１４】不動産の調査と取引

（問題56）設問Ａ★★★ 47

（問題57）設問Ｂ★ 48

（問題58）設問Ｃ★★ 48

（問題59）設問Ｄ★★★ 49

【問１５】不動産の調査と取引

（問題60）設問Ａ★★★ 50

（問題61）設問Ｂ★ 51

（問題62）設問Ｃ★★ 51

（問題63）設問Ｄ★ 51

【問１６】不動産の調査と取引

◎（問題64）設問Ａ★★★ 52

◎（問題65）設問Ｂ★★★ 52

◎（問題66）設問Ｃ★★ 53

◎（問題67）設問Ｄ★★★ 53

【問１７】相隣関係等

（問題68）設問Ａ★ 54

（問題69）設問Ｂ★★★ 55

（問題70）設問Ｃ★ 55

（問題71）設問Ｄ★ 55

【問１８】担保制度、不動産競売
に関連する法律知識等

◎（問題72）設問Ａ★★ 56

◎（問題73）設問Ｂ★★★ 57

◎（問題74）設問Ｃ★★★ 57

◎（問題75）設問Ｄ★★★ 57

【問１９】借地権および相隣関係

◎（問題76）設問Ａ★★★ 58

◎（問題77）設問Ｂ★★ 59

◎（問題78）設問Ｃ★★★ 59

◎（問題79）設問Ｄ★★ 59

【問２０】借地権および相隣関係

（問題80）設問Ａ★★★ 61

（問題81）設問Ｂ★★ 61

（問題82）設問Ｃ★★★ 62

（問題83）設問Ｄ★ 62

【問２１】借地権および相隣関係

（問題84）設問Ａ★★★ 64

（問題85）設問Ｂ★ 64

（問題86）設問Ｃ★★ 65

（問題87）設問Ｄ★★★ 65

【問２２】借地借家法等

◎（問題88）設問Ａ★★★ 66

◎（問題89）設問Ｂ★★★ 67

◎（問題90）設問Ｃ★★★ 67

◎（問題91）設問Ｄ★★★ 67

【問２３】借地借家法等

（問題92）設問Ａ★★★ 68

（問題93）設問Ｂ★★★ 69

（問題94）設問Ｃ★★★ 69

（問題95）設問Ｄ★★★ 69

【問２４】建物賃貸借に関連する
法律知識

（問題96）設問Ａ★★★ 71

（問題97）設問Ｂ★★★ 71

（問題98）設問Ｃ★★★ 72

（問題99）設問Ｄ★★ 72

出題頻度一覧

不動産運用設計
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(c)All rights reserved ＦＰＫ研修センター株式会社

ＣＦＰ精選過去問題 不動産運用設計

【問２６】基 Ｈ25－1 建物賃貸借に関連する法律知識

大垣信二さん（以下「大垣さん」という）は甲土地と甲土地上の乙建物（以下「本物件」とい

う）を所有し、本物件を青山正春さん（以下「青山さん」という）に賃貸しています。青山さん

は、大垣さんの承諾を得て知人の千田さんに本物件を転貸することにしました。以下の設問につ

いて、それぞれの答えを１～４の中から１つ選んでください。

［大垣さんと青山さんの本物件に関する建物賃貸借契約（以下「本契約」という）の契約

書（以下「本契約書」という）の契約条項の一部抜粋］

建物賃貸借契約書

貸主 大垣信二（以下「甲」という）、借主 青山正春（以下「乙」という）およ

び連帯保証人 川野雄大（以下「丙」という）は、次のとおり契約を締結した。

（中略）

第２条（期間）

賃貸借の期間は、平成27年６月１日から平成29年５月31日までの２年間とする｡

第３条（賃料）

賃料は、１ヵ月金10万円とし、乙は、甲に対し、毎月末日までに翌月分を支払

う。

２ 賃料は、賃貸借期間中、増額をしないものとする。

第４条（敷金）

乙は、本契約締結と同時に、甲に対し、敷金として金30万円を預託し、甲はこ

れを預かり受けるものとする。

（中略）

第15条（連帯保証人）

乙は、甲の承諾する連帯保証人を立てなければならない。

２ 丙は、乙と連帯して、本契約から生じる乙の債務を負担するものとする。

（以下省略）

［その他］

・ 本契約は借地借家法上の建物賃貸借契約（普通借家契約）である。

・ 本契約書に記載のない特約は考慮しないものとする。

・ 青山さんと千田さんの転貸借契約（以下「本転貸借契約」という）における賃料は

月額12万円とする。その他、本転貸借契約における特約は考慮しないものとする。

（問題105）設問Ａ ☆☆☆

本契約に関する次の記述のうち、最も適切なものはどれか。

1. 青山さんが賃料を滞納した場合、青山さんは大垣さんに対し、賃料の滞納分を敷金か

ら充当するよう主張することができる。

2. 賃料の額が、土地・建物の価格の上昇により不相当となった場合であっても、本契約

書第３条第２項により、大垣さんは青山さんに対し、賃料の増額請求をすることがで

きない。

3. 本契約が、大垣さんと青山さんの合意によらないで、法定更新となった場合、従前と

同一の契約条件で更新されたものとみなされるので、更新後の賃貸借期間は２年とな

る。

4. 青山さんが大垣さんに本契約を更新しない旨の通知を行う場合には、借地借家法に規

定される正当な事由がなければならない。
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(c)All rights reserved ＦＰＫ研修センター株式会社

ＣＦＰ精選過去問題 解答と解説 不動産運用設計

【問２６】基 Ｈ25－1 建物賃貸借に関連する法律知識

＜正解＞

設問Ａ 設問Ｂ 設問Ｃ 設問Ｄ

２ ２ ３ ３

（問題104）設問Ａ－２ 建物賃貸借契約 ☆☆☆

1. 不適切。賃借人が賃料を滞納した場合、賃貸人は賃料の滞納分を敷金から充当できるが、

賃借人は賃貸人に対し、賃料の滞納分を敷金から充当するよう主張することはできない

（大判昭5.3.10）。

2. 適切。一定期間、賃料を増額しない旨の特約は有効である（借地借家法第323条第1項ただ

し書き）。

3. 不適切。賃貸借期間の定めのある建物の賃貸借契約が法定更新となった場合、賃貸借期間

を除き、従前の契約と同一の条件で更新したものとみなされる。この場合の期間について

は、期間の定めのないものとされる（同法第26条第1項）。

4. 不適切。建物の賃貸人による更新しない旨の通知の場合には、正当な事由が必要である

（同法第28条）が、建物の賃借人による更新しない旨の通知の場合には、正当な事由は不

要である。

（問題105）設問Ｂ－２ 連帯保証 ☆☆☆

2. 正しい。（ア）および（エ）は正しく、（イ）および（ウ）は誤り。

（ア）正しい。債務者が、保証人を立てる義務を負う場合、その保証人は、①行為能力者であり、

かつ②保証する債務の弁済をする資力のある者でなければならない。保証人が前記②の要

件を欠くに至ったときは、債権者はその要件を具備する者に代えることを請求することが

できる（民法第450条第1項、第2項）。

（イ）誤り。債権者が主たる債務者に対し滞納賃料の支払いを免除した場合には、連帯保証人の

債権者に対する当該滞納賃料の保証債務も免除される（保証債務の付従性）。

（ウ）誤り。債権者が保証人に債務の履行を請求したときは、保証人は、まず主たる債務者に催

告すべき旨を請求することができる（同法第452条）。これを催告の抗弁権という。

しかし、連帯保証においては、この催告の抗弁権は認められていない（同法第454条）。

従って、川野さんは、大垣さんから青山さんが滞納した賃料の支払いを求められたときで

あっても、まず青山さんに賃料の支払いを催告するよう請求することはできない。

（エ）正しい。保証債務は、主たる債務に関する利息、違約金、損害賠償その他その債務に従た

るすべてのものを包含する（同法第447条第1項）。

（問題106）設問Ｃ－３ 転貸借契約 ☆

1. 適切。建物の転貸借がされている場合において、建物の賃貸借が期間の満了または解約の

申入れによって終了するときは、建物の賃貸人は、建物の転借人にその旨の通知をしなけ

れば、その終了を建物の転借人に対抗することができない（借地借家法第34条第1項）。

2. 適切。賃貸人と賃借人が賃貸借契約を合意解除しても、特段の事情がない限り、当該合意

解除の効力を転借人に対抗することができない（最判昭37.2.1、62.3.24等）。

3. 不適切。賃借人が賃貸人の承諾を得て賃借物を転貸したときは、転借人は賃貸人に対して

直接に義務を負う（民法第613条第1項）。従って、本肢のように賃貸人が直接転借人に賃


